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3.新庁舎の機能に関する考え方 

1.前提条件の整理

１前提条件の整理 

1-1 新庁舎建設に向けた検討の経緯 

新庁舎建設に向けた主な検討経緯を以下に示す。 

 

  
事　　　項 要　　　旨 内　　　　容

昭
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庁舎建設検討委員会

・設置　S59.9

・構成　助役、収入

　役、教育長、各部

  長、消防長

現庁舎の増改築による

対応の検討

○検討結果

　①現庁舎の増改築での対応は困難

　②新庁舎建設に向けての検討をすべき

　③分庁舎の統合を含めて検討すべき

○検討内容

　①市民ホール、1階会議室の改築

　②西側法面部への増築

　③正面駐車場への増築

　④電動書庫、車庫設置場所への増築

2 庁舎建設基金の設置検討
庁舎規模、敷地規模、

建設事業費 試算

○完成目標年度　昭和75年度

（平成12年度）

○想定人口　200,000人

（S62　121,815人）

○想定職員数　854人（S62　550人）

○敷地面積　42,500㎡

○庁舎面積　21,000㎡

（起債基準の20～30%増）

○総事業費　117億円

（土地43億円　建築74億円）

○財源内訳　　 市債　 47億円

　　　　 　財産処分　17億円

　　　　　　　 一般財源　53億円

3
庁舎建設基金条例制定

（昭和63年3月29日）

・概ね10年間積立

・目標額　44億円（毎年4億円）

・建設費　74億円の60%相当

平

元
6 基金積立（1回）

・3.49億円積立（予算2億円）

・一般財源　2億円

　不動産収入　1.49億円

平

5
3

庁舎建設基礎調査

（3,000千円）

・庁舎建設検討委員会
　助役、収入役、

部長、関係課長

20人

　H4.7.20～H5.3.5

　4回開催

・庁舎問題調査部会

　企画課長、関係

係長 16人

　H4.7.28～H4.11.20

庁舎規模、敷地規模、

建設事業費試算

・現在までの検討経

過、調査事項の進め

方、新庁舎の規模事業

費

・現在までの検討経

過、調査事項の進め

方、視察（狭山市）、

各部課対象に問題点等

を調査、来庁者アン

ケート、現庁舎の分

析、他市庁舎の状況、

新庁舎の建設条件、建

設費用の試算

○完成目標年度　昭和77年度

（平成14年度）着工

○想定人口　200,000人

○想定職員数　875人～825人

○敷地面積　20,000㎡～30,000㎡

○庁舎面積　25,000㎡

○総事業費　135億円（建築のみ）

○財源内訳　　市債　 35億円

　　　　　　　一般財源　100億円

昭

63
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1.前提条件の整理

 

  

平
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3

庁舎建設立地条件予備

調査

(5,770千円）

・現在地における建替

えに加え、移転を含め

た新庁舎の立地場所に

関する総合的な検討

・客観的な評価資料の

作成を目的

①現在の市庁舎用地　②市民運動広場　③

市民会館　④図書館・勤労青少年ホーム・

いくぶん幼稚園・武道館　⑤新川北岸地区

開発事業　⑥川口運動公園周辺地区開発事

業　⑦瀧田土地区画整理事業　⑧生田地区

⑨田中町地区　⑩真鍋二丁目・西真鍋地区

平

6

2

～

12

庁舎建設懇談会

学識1人、市議会8人、

住宅都市整備公団

1人、県南総合事務

所長1人、団体10人、

常陽銀行1人、西友

1人、助役2人

　計25人

　H6.2.15～H6.11.4

　5回開催

①現庁舎の分析及び評

価、新庁舎の規模及び

概算事業費、市庁舎に

対する考え方、土浦市

の広域的位置付け、土

浦市の現況及び将来像

②市庁舎立地場所の考

え方、候補地の評価項

目設定と評価の考え方

③立地候補地の抽出と

評価

④先進事例調査（古河

市、野田市）

⑤市庁舎立地候補地の

抽出と評価、今後の取

組

・①現在の市庁舎用地　②新川北岸地区開

発事業　③市民運動広場地区　④川口運動

公園地区　⑤瀧田地区　⑥真鍋二丁目地区

⑦中央一丁目地区の7箇所を提案

・審議会的な組織の中で立地場所の絞り込

みを含め、諸々の課題を十分に検討し、市

庁舎の建設が計画的に進められることを望

む。

平

7
3

庁舎建設審議会条例制

定

（平成7年3月24日）

・学識経験者

・市議会の議員

・関係機関及び団体の

役職員

　 20人以内

①庁舎の位置

②庁舎の規模及び機能

③その他市庁舎の建設に関し必要

　な事項を調査審議し、市長に答申

平

9
1

庁舎建設審議会設置見

送りの庁内意思決定

･平成9年度予算編成の中で、審議会の設置

見送りを決定

3

公共施設整備民間資金

活用調査

（3,400千円）

・市庁舎の整備にPFI導

入について調査検討

・事業期間30年のコスト比較

・従来型整備　　　　　18,397.4百万円

・ＰＦＩによる整備　　17,502.8百万円
・ＶＦＭ　　　　　 　　　894.6百万円

3 大規模事業の見直し
･新たな手法での可能性を更に検討する

ことを要する。

4

中心市街地活性化基本

計画策定委員会（熊谷

委員長

庁舎の移転について

計画中に、庁舎移転計画の検討を位置付け

し、提言書では移転計画の推進について要

請をしている。

平

12

2



 

3.新庁舎の機能に関する考え方 

1.前提条件の整理

平

22

9

～

10

・市民アンケート調査

発送数　3000人

実配布数　2975人

回収数　1729人

回収率　58.10％

平

23
5 ・来庁者アンケート調査 調査数　1161人

平

23

5

～

6

土浦市庁舎建設審議会委員

の公募
応募者数　15人

平

23

～

平

24

8

～

8

土浦市庁舎建設検討委員会

副市長2人、教育長、関係部

長、関係課長

土浦市庁舎建設審議会

学識2人、議員4人、市民2人、

商工会議所1人、農協1人、商

店街1人、地区長１人、まちづ

くり市民会議1人、女性団体1

人、民生委員児童委員1人、

青年会議所1人、ＰＴＡ1人

　H23.8.8～H24.8.2

　6回開催

先進地視察

・基本構想の概要について

・現庁舎の現況・課題と新築の必要性につい

て

・新庁舎建設の立地候補地について（提言）

の概要について

・上位計画との整合性（案）について

・今日の社会情勢（案）について

・基本理念（案）について

・建設方針（案）について

・基本指標（案）について

・庁舎規模（案）について

・庁舎建設費及び財源（案）について

・候補地の検討（案）について

・建設候補地について

・意向調査の結果について

・答申（案）について

平

24
8 土浦市庁舎建設審議会答申

・新庁舎建設の必要性

・新庁舎建設の理念

・新庁舎の規模

・新庁舎の位置（候補地2ヶ所）

平

24
12

土浦市新庁舎整備基本構想

策定
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

1.前提条件の整理

1-2 上位計画との整合性 

 

本事業に関連する政策や他施策等との関連を整理し、基礎的条件をまとめた。 

新庁舎を建設するうえで遵守すべき上位計画の主なものは、以下の 7計画である。 

 

○第 7次土浦市総合計画 

・第 4次土浦市行財政改革大綱 

・新市建設計画 

○土浦市都市計画マスタープラン 

○土浦市地域防災計画 

○土浦市環境基本計画 

○土浦市バリアフリー基本構想 

 

基本構想の策定にあたっては、上位計画に盛り込まれた方向性や施策との整合性を図るも

のとする。 

上位計画の体系と新庁舎建設計画との整合性について、図に示す。 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

1.前提条件の整理

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 上位計画の体系と新庁舎建設計画との整合性
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

2 新庁舎整備の基本方針と基本コンセプト

２新庁舎整備の基本方針と基本コンセプト 

2-1 基本構想における理念及び方針 

上位計画、今日の社会情勢及び市民アンケートから抽出される課題を解決するため、基本

構想では新庁舎建設において以下のような建設方針を設定した。 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

2 新庁舎整備の基本方針と基本コンセプト

2-2 新庁舎の基本コンセプト 

 

基本構想により提言された７つの建設方針に 2 つの機能（市民に開かれた議会、駐車場・

駐輪場の整備）を加えて、新庁舎整備の基本コンセプトとします。 

 

 

１ 中心市街地活性化に資する庁舎 

  土浦駅前という立地、アクセス性の高さを生かし、まちのシンボルとなるような施設

を目指すとともに、外部空間との有機的なつながりを検討し、中心市街地の活性化に資

する庁舎の実現を目指します。 

 

２ 市民の利便性・快適性に寄与する庁舎 

 情報技術を活用し、窓口サービスの向上を図るとともに、市民が気軽に利用し交流で

きるスペースの整備、情報受発信の核となる場の整備を行うことで、市民の利便性・快

適性に寄与する庁舎の実現を目指します。 

 

３ だれにでも使い易い庁舎 

  ユニバーサルデザインを取り入れ、市民が気軽に利用できるスペースの設置、親しみ

やすいサイン計画、分かりやすい空間構成など、誰にでも使いやすい庁舎の実現を目指

します。 

 

４ 安心で安全な市民生活を提供する庁舎 

  耐震性能を向上させるなど、震災をはじめとする災害に強い庁舎として整備すること

で、安心で安全な市民生活を提供できる庁舎の実現を目指します。 

また、防災対策本部や災害時の業務継続に必要な機能の整備を行い、初動対応や復旧・

復興対策の拠点となる防災機能の充実した庁舎の実現を目指します。 

   

５ 環境に優しい庁舎 

 自然エネルギーの利用、省エネルギー、再生可能な建材等を使用するなど、環境負荷の

低減を図ると共に、周辺の景観への配慮、緑化を行うことで環境に優しい庁舎の実現を

目指します。 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

2 新庁舎整備の基本方針と基本コンセプト

６ 長期間使い続けられる庁舎 

  維持管理・保守の容易な建物への改修、耐久性の高い部材の使用、業務変化に対応で

きるフレキシブルな空間計画など、環境への影響及び財政への影響を低減させ、長期間

使い続けられる庁舎の実現を目指します。 

 

７ 効率的で職員が働きやすい庁舎 

  業務連携が取りやすい諸室配置、事務効率を向上させるための作業スペース・収納ス

ペースの確保、職員が健康を維持し職務を円滑に進めるための機能の整備など、職員が

効率よく快適に執務を行い、質の高い市民サービスの提供が可能となる働きやすい庁舎

の実現を目指します。 

 

８ 市民に開かれた議会 

  市民参加を促し議会活動を活性化する議場の整備、議会運営を補助する効率的な諸室

の整備、議会情報の発信など、市民に開かれた議会活動の行える庁舎の実現を目指しま

す。 

   

９ 駐車場・駐輪場の整備 

  駅前の立地を考慮し、駐車場・駐輪場の利用形態を検討し整備することで、来庁者の

利便性を向上させる庁舎の実現を目指します。 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

３新庁舎の機能に関する考え方 

3-1 新庁舎に必要な機能の整理 

新庁舎に必要な下記の機能について「新庁舎整備の基本方針」に基づいて整備します。 

 

 

○中心市街地活性化に資する庁舎 

求められる機能 

 ・中心市街地の活性化に資する立地 

・まちのシンボルとなるような立地・施設 

・アクセス性（公共交通の利便性） 

・市民が自由に利用できるスペース（外部空間等） 

 

 

○市民の利便性・快適性に寄与する庁舎 

求められる機能 

 ・１ヶ所に集約した庁舎統合 

・窓口サービスの向上 

・ゆとりある待合スペース 

・情報技術への対応 

・情報受発信の核となる場の整備 

・市民利用スペース（市民ホール、市民会議室） 

 

 

○だれにでも使いやすい庁舎 

求められる機能 

 ・ユニバーサリーデザイン、バリアフリー 

・市民が気軽に訪れられる建物 

・ゆとりある待合スペース 

・案内表示など多様な国籍の市民への対応 

・効率的な動線、わかりやすい空間構成 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

○安心で安全な市民生活を提供する庁舎 

求められる機能 

 ・震災をはじめとする災害に強い庁舎 

・防災対策本部機能 

・災害時の業務継続について 

・災害ボランティアや支援物資の受け入れに必要となるスペースの検討 

・初動対応や復旧、復興対策の拠点機能（災害対策本部、防災備蓄など） 

・緊急事態の対応（業務継続ＢＣＰ） 

 

 

○環境に優しい庁舎 

求められる機能 

 ・自然エネルギーの利用 

・省エネルギー、創エネルギー 

・自然との調和、周辺の景観への配慮 

・生態系への配慮、緑化 

・再生可能な建設材料の採用 

・人体への影響の少ない建設材料の採用 

・景観に配慮した質の高いデザイン 

 

 

○長期間使い続けられる庁舎 

求められる機能 

 ・経済的な建物（ライフサイクルコストの低減） 

・効率的で効果的な業務に資する環境（機能的、合理的な諸室配置） 

・建築躯体や外装などの耐久性 

・維持管理、保守、修繕の容易な建物 

・突発的な需要にも対応できるスペース 

・将来の変化に対する柔軟性 

・業務変化に対応できるフレキシブルな空間計画 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

○効率的で職員が働きやすい庁舎 

求められる機能 

 ・業務連携が取りやすい配置 

・事務効率向上を図るための作業スペースの確保 

・効率的な収納スペースの整備 

・会議、打合せ機能の充実 

・職員が健康を維持し、職務を円滑に進めるための機能整備 

・休日や夜間対応などを考慮した配置、セキュリティー計画 

・施設、情報のセキュリティー 

 

 

○市民に開かれた議会 

求められる機能 

 ・市民参加を促し、議会活動を活性化する議場の整備 

・委員会室の整備 

・議会運営を補助する効率的な諸室の整備 

・既存建物への議場の設置 

・開かれた議会 

 

 

○駐車場・駐輪場の整備 

求められる機能 

 ・駐車場の利用計画 

・駐輪場の利用計画 
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3. 新庁舎の機能に関する考え方

防災対策本部機能

・防災対策室は十分な広さを確保するとともに、災害対策本

部として十分な機能を発揮できるような設備を検討しま

す。（ＯＡフロア、大型モニタ、通信回線等）

・防災対策本部は下図のように多方面かつ迅速な機能が求め

られます。新庁舎では災害時に十分な機能を発揮できるよ

うに操作性を含めた必要設備やエネルギーバックアップ等

について検討します。

・災害情報収集のための屋上カメラの設置を検討します。

・水害に配慮して地上階（3階以上）に変電室の一部を移設

することも検討します。

・災害時に利用できる休養室等の設置を検討します。

・重要書類保管のための耐火設備の導入を検討します。

・市民ロビーはゆったりとした広さを確保することで災害時にも

一時的に利用できるスペースとなる計画とします。

・帰宅困難者等に配慮して支援物資の一部を庁舎に備蓄すること

も検討します。

・災害時の相談窓口（室）を検討します。

災害ボランティアや支援物資の受け入れに必要

となるスペースの検討

災害時の業務継続について

■防災対策本部の例 （西尾市）

■耐火倉庫のイメージ

■ＯＡフロアのイメージ

庁内関係部署による
災害対策本部の設置

広報マスコミ対応
ボランティア対応

災害対策本部

・大会議室

市内災害情報を確認
できるモニター

・防災情報室

⇒ 市内各地との
　防災ネットワーク

⇒ 災害対策室モニター
とのコントロール

国、県とのネットワーク

警察、消防、病院等の関連

機関とのネットワーク

市内各所とのネットワーク

4. 安 で安全な市  活を提供する庁舎

震災をはじめとする災害に強い庁舎（耐震性など）

・災害時に防災拠点となる庁舎として、耐震性を確保するた

めに、官庁施設の総合耐震計画基準による耐震補強を行い

ます。

・災害時には庁舎としての機能を 3日間以上維持できるよう

な設備の設置を検討します。（燃料、水、蓄電池等）

・災害時には地下 1階生鮮食品売り場の食料品を有効活用で

きるように検討します。（災害協定）

初動対応や復旧 ・ 復興対策の拠点機能

（災害対策本部、 防災備蓄など）
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

3-3  ゾーニング検討 

基本計画において検討された概略のゾーニング図を示します。 

 

 

 

ウララⅠ 地下 1 階のイメージ 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

ウララⅠ 1 階のイメージ 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

ウララⅠ ２階のイメージ 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

ウララⅠ ３階のイメージ 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

ウララⅠ ４階のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

26



 

3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

ウララⅡ ７階のイメージ 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

3-4 適正な施設規模の検討 

先進事例における庁舎規模の算定方法を見ると、起債基準※1面積、新営基準※2面積、単位

人口あたりの床面積、積上げによる合計面積など様々な方法を用いている。 

ここでは、本市における起債基準面積を算定する。 

 

※1 起債基準：「平成 22 年度地方債同意等基準運用要綱等について（平成 22 年 4 月 1 日 総財

地第 79 号）」別紙 2 に記載の庁舎の標準面積を指す。同通知の標準面積は「地方債充当率等

の簡素化について（平成 23 年 1 月 25 日総務省自治財政局地方債課事務連絡）」によって平

成 23 年度から取扱いが廃止されているが、地方自治体の庁舎規模の基準として広く用いられ

てきたものである。 

※2 新営基準：官庁営繕関係基準類等の統一化に関する関係省庁連絡会議において統一基準とさ

れた「新営一般庁舎面積算定基準」を指す。国の庁舎の面積算定にあたって用いる基準であ

り、議会相当部分は含まれない。 

 

(1) 新庁舎の起債基準面積 

想定収容部局、想定職員数（平成 23 年 4 月 1 日現在の本市職員数）及び想定議員数

（現状の職員数）を用いて新庁舎の起債基準面積を算定すると 19,031.87 ㎡となる。 

 

表 新庁舎の起債基準面積（収容部局合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

職員数 換算職員数 換算面積率

事 務 室 712 1,472 4.5 6,621.75 ①

倉 庫 860.83 ②

会 議 室 4,984.00 ③

通 行 部 分 5,485.29 ④

車 庫 100.00 ⑤

議 事 堂 980.00 ⑥

計 19,031.87 ⑦

4台×25㎡

28人×35㎡

起　　債　　基　　準　　面　　積

面　積（㎡）

事務室面積の13％

職員数712人×7.0㎡

（①＋②＋③）×40％×1.1
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

(2) 他施設も考慮した面積の整理 

 
基本構想では、４庁舎の職員全てを対象とし、先行事例における起債基準面積に対する

床面積の倍率や人口１千人あたりの延床面積などを参考に、最大で約 20,000 ㎡から約

22,000 ㎡としている。 

基本計画における庁舎の面積は、行政機能のほか市民スペースや商業施設の導入など新

しい庁舎のあり方を含め、検討することとした。また、新庁舎に隣接するウララⅡの男女

共同参画課及び男女共同参画センターについては、新庁舎整備に合わせて配置や機能につ

いて見直すこととした。 

なお、保健センター及び大町庁舎は、業務と施設に備わる機能が密接に関係することか

ら、現状のとおりとする。 

これらのことを踏まえ、業務の効率化及び市民の利便性を考慮して、ウララⅠ及びウラ

ラⅡに配置する部課を選定しゾーニング検討を行った。その結果、起債基準面積     

６，０５４.７５㎡に対し、６，３８４.００㎡の執務室を確保でき、会議室や倉庫等につ

いても確保できることが確認できた。 

さらに、商業施設については、３，２０９.４６㎡を確保可能であることが確認できた。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※職員数は健康増進課、水道課を除く 

 
 

 

職員数 換算職員数 換算面積率

事 務 室 659 1,373 4.5 6,176.25 ①

倉 庫 802.91 ②

会 議 室 4,613.00 ③

通 行 部 分 5,100.55 ④

車 庫 100.00 ⑤

議 事 堂 980.00 ⑥

計 17,772.71 ⑦

28人×35㎡

起　　債　　基　　準　　面　　積

面　積（㎡）

事務室面積の13％

職員数659人×7.0㎡

（①＋②＋③）×40％×1.1

4台×25㎡
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

単位：㎡

※  議会関連には議会事務局の面積を含む。

※　健康増進課、水道課を除く。

※　車庫の面積を除く

商業専有

庁舎エリア 商業エリア

計
執務室 倉庫

1,205.00 19,825.63 750.00 2,810.46 3,560.46

議会関連 庁舎合計 商業共用

23,386.09

621.00 73.00 1,252.00

5,763.00 634.00

新庁舎合計 6,384.00 707.00 21,077.63 750.00 2,810.463,308.00

3,484.45 834.15 473.50 9,643.09

1,252.00

24,638.09

9,643.09

起債基準面積 6,054.75 802.91 1,101.50 17,672.71 17,672.71

会議室

3,118.00

190.00

通行部分

9,105.63

3,560.46

商業合計

4,613.00 5,100.55

9,473.63 1,205.00

ウララⅠ計

ウララⅡ計

1,653.27 3,197.72

368.00

現庁舎面積

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

ウララⅠ、Ⅱにおける概略面積表 
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3.新庁舎の機能に関する考え方 

3.新庁舎の機能に関する考え方

(3)新庁舎の規模と構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■断面構成のイメージ 

ウララⅠ ウララⅡ

9,220.95 ㎡ 1,732.87 ㎡

7,932.00 ㎡ 1,356.44 ㎡

 86.02%  78.27%

69,115.670 ㎡ 10,749.811 ㎡

55,209.868 ㎡ 10359.811 ㎡

13,905.802 ㎡ 390.000 ㎡

598.84% 597.84%

Ｓ造、ＳＲＣ造、ＲＣ造 Ｓ造

Ａ棟：ＲＣ造　　Ｂ棟：Ｓ造、ＳＲＣ造

地下１階、地上３１階　塔屋３階 地下１階、地上８階、塔屋１階

Ａ棟（駐車場、住宅）：

地下１階、地上３１階、塔屋３階

Ｂ棟（庁舎、店舗、公益施設）

地下１階、地上６階、塔屋１階

軒高 101.30m 31.00m

最高高さ 110.15m 38.10m

約500台 26台駐車台数

高さ

容積率

階数

構造

敷地面積

建築面積

建蔽率

延べ面積

容積率対象面積

容積率対象外面積
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4.事業計画 

3.新庁舎の機能に関する考え方 

４事業計画 

4-1 建設スケジュール 

・基本計画の策定の後、基本設計、実施設計、各種申請関係手続きを経て新庁舎の工事に

着手することになります。 

 
年度 事業内容 検討内容・結果 

平
成
２
３
～
平
成
２
４
年
度 

基 

本 

構 

想 

新庁舎の建設候補地の選定

を踏まえ、建設の実現に向け

て、規模・機能・施設内容等

の設計に向けての条件等を取

りまとめる。 

① 『基本理念』新庁舎建設の基本的考え方 

○コンパクトシティーの実現 

中心市街地の活性化、地域経済の活性化 

○市民サービスの向上、利便性・快適性の確保 

行政需要の変化への対応、高度情報化への対応、ユ

ニバーサルデザイン 

○安全性・防災性の向上 

不燃化、耐震化、防災拠点機能 

○環境への配慮 

環境負荷の低減、省エネルギーに配慮 

② 『建設方針』新庁舎建設に当たっての方針 

○中心市街地の活性化に資する庁舎 

○市民の利便性・快適性に寄与する庁舎 

○だれにでも使いやすい庁舎 

○安心で安全な市民生活を提供する庁舎 

○環境に優しい庁舎 

○長期間使い続けられる庁舎 

○効率的で職員が働きやすい庁舎 

  

 

 

 

平
成
２
４
年
度 

基 

本 

計 

画 

基本構想で示された基本理

念、基本方針等をもとに、事

業実施のための具体的な課題

や条件を整理し、対応策の検

討やアイデアをまとめること

で、新庁舎の青写真を示し、

具体的な設計の指針とする。

 基本構想で示された『基本理念』、『基本方針』等を基に、

新庁舎の青写真を作成する。 

 

⇒『こうだったら好いのにな』、『こうじゃないと困るよな』

を、実現可能性を考慮しながら検討。 

  
 

 

 

平
成
２
５
年
度 

設
計

基
本 

基本計画で検討した設計の指針に基づき、庁舎の基本的な仕様（意匠、構造、設備）を検討

し、具体的な庁舎の形態を作っていく。 

設
計

実
施 

基本設計に基づき、工事施工を考慮した詳細な検討、工事費を配慮した材料の選定、インテ

リアなどの検討や工事費の積算をし、施工時に必要となる実施設計図書を作成する。 

 

  

 

 

 

 

平
成
２
６
年
度 

整 備 工 事  

 

 

 

 

 

 

 

 

５
月

 
 

 

平
成
２
７
年 

新 庁 舎 開 庁 

○住民サービス・事務管理部会（ソフト

整備） 

・誰にでも使いやすい庁舎 

・市民の利便性・快適性 

・効率的で職員が働きやすい庁舎 

 

○庁舎・施設部会（ハード整備） 

・安心で安全な市民生活を提供する庁舎

・環境に優しい庁舎 

・長期間使い続けられる庁舎 

・駐車場、駐輪場の整備 

・中心市街地活性化に資する庁舎 

 

○防災部会 

・防災対策本部機能 

・災害時の業務継続について 

・災害ボランティアや支援物資の受け入

れに必要となるスペースの検討 

 

○議会機能部会 

・市民参加を促し、議会活動を活性化す

る議場の整備 

・委員会室の整備 

・効率的な諸室の整備 

4 つの専門部会で 

庁舎の青写真（設計指針）を検討 
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4.事業計画 

3.新庁舎の機能に関する考え方 

4-2 事業費 

 

工事概要は下記を想定し、事業費は約 30 億円を想定しています。 

 

 

・耐震補強工事：ブレース設置工事、既存柱・ブレース補強工事等 

・外壁改修工事：開口部設置工事、塗装工事等 

・内装改修工事：OA フロア設置工事、天井・間仕切り改修工事等 

・設備改修工事：空調改修工事、照明・防災関係機器改修工事等 

・既存撤去工事：既存内装撤去工事、設備機器撤去工事等 

・その他工事：仕上げユニット工事等 

 

※工事項目は現段階での想定です。 

※ウララ広場整備工事は含んでいません。 
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4.事業計画 

3.新庁舎の機能に関する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編 
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5.資料編 

3.新庁舎の機能に関する考え方 

 

土浦市庁舎建設基本計画の策定に関する庁内体制及び経過  

○庁内体制   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 長  副市長 

副委員長  副市長、教育長 

委 員  各部長（市長公室長を含む）、消防長、議会事務局長 

政策企画課長、行政経営課長、財政課長、総務課長、管財課長 

役  割  新庁舎の規模、内容や資金計画など、必要な事項の調査検討を

行う。 

土浦市庁舎建設検討委員会 

 

土浦市庁舎建設検討委員会の任務を効率的に行うために４つの専門部会を

設置。 

 

○住民サービス・事務管理部会 

誰にでも使いやすい庁舎、市民サービスの向上及び職員が効率的に働け

る環境整備など、ソフト的な整備についての調査研究を行う。 

○庁舎・施設部会 

 環境にやさしく、長期間低コストで使い続けることのできる庁舎、既存

の駐車場・駐輪場の活用方法の調査研究及び検討。また、中心市街地の活

性化に資する庁舎のあり方や庁舎周辺の整備など、ハード的な整備につい

ての庁舎研究及び検討を行う。 

○防災部会 

 防災対策本部として必要となる機能、災害時の業務継続に必要となる事

項、災害ボランティアや支援物資の受け入れ、新消防庁舎との連携などに

ついての調査研究及び検討を行う。 

○議会機能部会 

 開かれた議会をめざし、市民が参加しやすい議会のあり方を検討すると

ともに、議場や関連諸室の効率的な配置などについての調査研究及び検討

を行う。 

土浦市庁舎建設検討委員会 専門部会 
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5.資料編 

3.新庁舎の機能に関する考え方 

 

○土浦市庁舎建設検討委員会、専門部会検討経過 

 

年月日 事 由 内  容 

H24.10.31 
第１回専門部

会 

●専門部会のスケジュール、進め方の説明 

●現状と課題、備えるべき機能の抽出 

H24.11.6 

～7 

第２回専門部

会 

●現状と課題に対する解決の方向性、備えるべき

機能の整理 

●専門部会ごとの検討結果（概要）の取りまとめ 

H24.11.15 

～16 

第３回専門部

会 

●他の専門部会の検討結果（概要）の確認 

●備えるべき具体的機能の検討 

●備えるべき機能の重要度の検討 

H24.11.26 
第４回専門部

会 

●各専門部会の検討結果の取りまとめ 

●検討結果の発表 

H24.12.17 検討委員会 ●基本計画（案）の検討 

H24.12.22 

～23 

オープンハウ

ス 

●市内３ヵ所においてオープンハウスの実施(ｳﾗﾗ

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙ、三中地区公民館、神立ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ)

H24.1.11 検討委員会 ●基本計画（案）の検討 

H25.1.18 

～2.7 

パブリック 

コメント 
●市民からの意見の募集 

H25.2.20 検討委員会 ●基本計画のまとめ 
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